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う「マーケットのメカニズムとか，あるいは交
渉とか，民間の間のやりとりの中で，社会に
とって望ましい資源配分という意味での結論が
難しいときに，そういう状況のときに何が必要
なのか」というと，いわゆる「公的に，騒音と
か，水質とかの規制をする必要があるだろう」
という形になってきます。
　ですから，今日は何が申し上げたいかという
と，経済問題，特に金融のような問題でいろん
な厄介な問題が出てくるときに，それで「法的
に，あるいは民間のみずからの知恵によって，
そして同時に公的な政府の規制などを含めて対
処するとき，おそらく選択肢というのはいろい
ろあるだろう」と思うのです。金融の話で言う
と，かつての日本の行政のように，「行政が非常
に強い縛りを設けて，その非常に限られた中で
行動する」というのも一つの問題排除の方法だ
し，それから「そういう規制を一切設けないで，
最終的には裁判で決着をつけて，それに応じて
交渉する」というのも一つの方法です。
　しかし，おそらく，今日これから議論になる
金融関係の紛争解決の問題というのは，公的規
制に頼ったり，裁判に頼ったりするのではない
ケースが非常に多いのだろう。従って，そうい

　お手元にありますのは，これまでいろいろ考
えてきたことを論文に書いたもののエクストラ
クトでございまして，これだけ全部お話しする
と時間がどれだけあっても足りません。したが
いまして，本当のポイントだけを，簡単に申し
上げたいと思います。（配布資料は一部掲載省
略）
　まず，裁判外の紛争解決制度，これをADRと
申します。ADRというのは，金融に詳しい方は，

「American	Depositary	Receipt（米国預託証券）

う中で，有効な問題解決の方法を見つけるため
のポイントは，「民間の仕組みの中で，そういう
交渉や調整をどのように行ったら，金融の持っ
ている好ましい側面を最も生かすことができて，
かつその中でいろんな方が思わぬ被害を受けな
いような，あるいはおかしなことが起こらない
ような，メカニズムがつくれるのか」というこ
とであると思います。
　そんな話を，今日のプログラムを見ながら思
い立ったわけです。
　ここから先は，むしろ専門の方々に，いろい
ろ議論をしていただいて教えていただきたいと
思います。
　これから，おそらくこういう分野の話が非常
に重要になると思いますので，ぜひここからい
ろいろな成果が出てくることを期待しておりま
す。
　どうもありがとうございます。（拍手）

〇犬飼　どうもありがとうございました。今後
の金融の紛争解決の制度構築について，重要な
示唆を頂いたと思います。それでは，次に私か
らお話をさせていただきます。

か？」ということになるのですが，そうではあ
りません。これは“Alternative	Dispute	Reso-
lution”で，裁判外の紛争解決方法ということ
です。
　また一方で，「ADR」と言うときもあります
し，「オンブズマン」という言葉が突然出てきた
りしますが，その「オンブズマンって一体何な
のだ」というのも，実は非常に難しい。わが国
では市民派の活動をされる方々やマスコミ等が，

「市民オンブズマン」ということで，いろいろな

講演⑴
「金融ADR制度創設への展望」

早稲田大学客員教授・NIRA Senior Fellow
犬飼重仁
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問題や不正等をただす民間の団体や企画に「オ
ンブズマン」という名前をつけられていること
が多いやに思います。一方で，ヨーロッパにお
けるヨーロッパ発祥のオンブズマンとは，「紛
争を解決するための非常に公的なファンクショ
ンである」ということです。
　そもそもこのオンブズマンというのは，北欧
スウェーデンから発している言葉で，「議会オ
ンブズマン」がその最初のものであったといわ
れております。それは，議会における問題・不
正・争いに関連して，市民の代表である議会が
オンブズマンを指名して，そういう人たちに問
題解決の提案機能を担わせたことから始まった
ということです。また，後ほど詳しい話になる
と思いますが，イギリスで金融オンブズマンが
発達したのは，1980年代のはじめに，保険業界
自身の，民間のイニシアティブと彼ら自身のコ
スト負担で，第三者的な紛争解決組織としての
保険オンブズマンができたのが最初です。
　この保険オンブズマンは，ちょうどイギリス
で保険業法ができ，「規制が厳しくなって大変
な問題になるというときに，裁判しか紛争解決
の方法がないというのは，業者にとっても，ま
た顧客にとっても適切ではない。裁判以外の紛
争解決手段が必要だ」ということで，業界とし
て，受動的に何もしないというよりも積極的に
打って出て，自分から業界で主体的に，裁判外
の紛争解決制度としてのオンブズマンをつくろ
うという判断が働いてできたといわれています。
　環境変化に応じて，保険会社の間で，保険業
界の中に，オンブズマン制度を任意（ボランタ
リー）の，かつ第三者的なものとしてつくった
というのが，イギリスの金融オンブズマンの発
祥です。
　そのときには，任意の制度でしたので，業界
各社は入っても入らなくてもいいという制度
だったようですが，その後紆余曲折を経て，
2000年に，イギリスで，金融サービス市場法

（Financial	Services	and	Market	Act：FSMA）
という，より横断的・包括的な法制度ができ，
そのもとで，金融オンブズマン（Financial	Om-

budsman	Service ／ FOS）は，法定の制度にな
りました。
　法定の制度というのは，2000年金融サービス
市場法（FSMA）にきちんと書き込まれている，
法律で定められた制度ということです。ただし，
それを運用しているのは，国そのものではなく
て，形の上では一種の会社の形をとっておりま
す。
　実は，イギリスでは，皆さんご存じかもしれ
ませんが，FSAという，日本の金融庁に相当す
る規制監督機関がありますが，金融庁とは言い
ませんで，「金融サービス機構：Financial	Ser-
vices	Authority」です。この金融サービス機構
も，一種の会社形態になっております。そうい
うことで，政府組織ではないが，法定かつ公的
なものである。
　どうも日本では，民と官の二項対立，あるい
は公と私の二項対立みたいなことが思考の大前
提としていつも言われるわけですけれども，民
の形を持っており自主規制の伝統は残している
のだけれども，法律で定められていて，いわば
公の機関として非常に強い問題解決・紛争解決
の権能を有している，というものが，イギリス
には存在する，というのは非常に面白いと思い
ます。
　日本の場合には，金融の世界においてFOSに
対比できるような，包括的で横断的なオンブズ
マン組織というのは，残念ながらまだないわけ
ですね。
　お手元の私の資料【下図：資料①】を見てい
ただくと，いま18の金融サービス業界型の
ADRというものがございます。要するに，金融
の各業界・業態ごとにADRも分かれている。
　日本のADRというのは，まずは「相談窓口」
ですね。いろいろな金融に関する問題が起こっ
たときに，「ここに相談できますよ」という窓口
があるわけです。
　例えば，銀行（全国銀行協会）の方ですと，資
料3の上から５段目に書いてあると思いますが，
平成18年度の年間の銀行とりひき相談所の相談
件数は４万２千件4くらいある。
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　ところが，その裏をごらんいただくと【上
図：資料②】，左のほうに，全国銀行協会の
ADR機能（実際には弁護士会の仲裁センター
に委託）で実際に解決した件数は，２件という
記載があります。
　４万件あまりの相談（もちろんそのすべてが
紛争に関連しているわけではありませんが）に
対して，実際に係争が解決したのが２件5であ
る。「では，その間の数字はどこへ行ってしまっ
たのだろう」というのが，そもそもの問題では
ないかと思うのです。
　日本においては，金融サービスにかかわる相
談について，たとえば日本証券業協会（金融商
品取引法上の認可協会として高い自主規制機能
を発揮可能）なども一生懸命取り組んでおられ，
証券あっせん・相談センターを通じて，実際，
年間数百件単位の解決に至っているところもあ
ります。また，本（2008）年１月から，金融商
品・サービスに関するトラブルに遭った利用者
にとって迅速かつ分かりやすい対応等を図る目
的から，日本証券業協会，社団法人投資信託協

会，社団法人金融先物取引業協会，社団法人日
本証券投資顧問業協会及び社団法人日本商品投
資販売業協会では，共通苦情相談窓口（預金，
保険，商品先物取引などを除く）を設置してお
られます。また，生命保険協会も，認定投資者
保護団体資格をいち早く取得されるなど，積極
的に取り組んでおられます。（その後，銀行協会
でも，認定投資者保護団体資格を取得され，
2008年10月１日，銀行と利用者間の紛争解決支
援機関として「あっせん委員会」を設置，運用
を開始された。）
　しかし，金融サービス関連の業界及び業態を
全体として見ると，バラバラかつ不十分で，個
人など利用者の立場からすると非常に使い勝手
が悪い状況が存在する。
　実際には，とにかく金融商品を売ればいいと
いうことで，売った後にいろいろな問題が起
こったときに，金融商品を買った個人ないし零
細な会社，個人事業主のような方々は，買った
相手の金融機関とその関連の業界型ADR機関
に相談はしてみても，結局泣き寝入りしてしま

資料①



17

う件数が多いのではないかと考えられます。ま
た，相談を受け付けた方も，故意ではないにせ
よ，相談者を実際にたらい回しにしてしまうと
いうことが，実際問題として出てきているわけ
です。

【問題点指摘の事例】

　「個別の金融機関に苦情を言ったら，も
めてしまったので，消費生活センターに相
談に行ったら，それだったら業界団体もあ

りますからと，ADRを紹介される。業界団
体のADRに相談すると，個別の金融機関
自身による苦情解決支援が前置（初めにき
ちんと行われるべきということになってい
る）ということで，またもう一回，そこの
金融機関と話をしてくださいと戻されて，
また同じようなことをゴチャゴチャやるは
めになる。それがすごく，相談する顧客に
とってたらい回し感がある。また同じこと
を何遍も繰り返されて，時間を延ばされる
という印象を持ってしまう」との問題も指

資料②
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摘されている。

　では，なぜそういうことが起きるかを考えて
みたいと思います。最近「ワンストップショッ
プ」という言葉をよくお聞きになるのではない
でしょうか。これは，政府の方針として，「製販
分離政策」というものが日本ではここ数年来と
られております。製販分離とは何かというと，
金融商品の製造と販売は別の人がやってもいい
ことにしようではないかという考え方です。つ
まり，たとえば銀行などの一つの金融機関の窓
口でも，昔と違って，いろいろな金融商品を
売っていいようにしようということです。
　もう一つ，皆さんご承知の「銀証分離政策」
があります。これは，戦後，アメリカの制度の
枠組みを持ってきて，銀行と証券の分離を証券
取引法（証券取引法65条。現，金商法33条）の
中に，入れたわけです。ということで，これに
よって，実際に銀証分離をして，例えば銀行は
銀行業に特化するということでやってきたので
すが，先ほど申し上げた製販分離政策の進展と
ともに，─これは，バブル崩壊後の，銀行の
非常に困難な時期を経まして，銀行でも証券類
を売れるようにして，銀行も銀行業以外で儲か
るようにしないといけないのではないかという
政府の考え方があってのことだと思うのですが
─，実際に銀行以外がつくった金融商品を銀
行の窓口で売れる，ということがどんどん進ん
でまいりました。それが「製販分離」であり「ワ
ンストップショップ」ということです。
　ということは，よくよく考えると，これは

「販売現場での銀証一体化の推進」ということ
ですので，銀証分離政策とちょっと矛盾を来す
ような感じがありますけれども，まあそれはそ
れでいいじゃないかということで，銀行・証券，
保険も含めて，相乗りということで，過去，相
互参入が進んできて，いまに至っているという
ことです。
　ただ，そうなると，自分が買った金融商品に
ついて，後でいろいろ問題が起こったときに，
銀行に対して文句を言いに行ったら，「（当方は

販売しているだけなので）それは当方ではわか
りません」とか「内在するリスクのご説明は販
売時にきちんと申し上げております」というこ
とになりかねない。実際，銀行等では，トラブ
ルになったときの接客対応の基本のところが依
然良くないとの意見も聞かれるところです。
　実は，金融トラブル連絡調整協議会という，
平成12（2000）年の９月にできた業界のADR主
体が交流する会がありまして，そういう問題が
起こったときに対応するための「移送ルール」
というものをつくろうじゃないかということで，
数年前につくってはいるのですが，残念ながら，
それでもたらい回しが発生する。
　結局，先ほど伊藤先生もおっしゃっていたの
ですが，いろいろコストがかかる。個人からす
ると，二回，三回とたらい回しにされたら，「も
ういいよ」ということになってしまうわけです
ね。そういう状況がどんどん積み重なってきて
いるのが，これまでの日本の現状ではないか。
　この種の問題は，個々それぞれに小さい問題
ではあります。従って，みんなあまり知らない
が，いろいろ聞くにつけ，いろんなところで，
細かくて，小額ではあるけれども，当事者に
とっては大変な問題がいっぱい起こっている。
いま，日本では企業の関係者が問題を起こした
りして，いろいろありますが，そういうことだ
けではなく，金融商品の販売の現場，リテール
販売の分野において，買う方だけでなく売る方
も含めて，非常にストレスが高まっているとい
うか，そういう状況があるのではないかなとい
うふうに思うわけです。
　そういうときに，ではどうしたらいいのだろ
うということで，先ほど申し上げた民間型の，
業界・業態縦割りの個別の金融ADRのみなら
ず，司法型ADRといわれる裁判所による調停
とか，行政型ADRといわれる，国がつくってい
る国民生活センター，あるいは県や地方自治体
にある消費生活センターのような相談窓口やセ
ンターなど，いろいろあります。そういうもの
がそれぞれに一生懸命に対応をしようとしてい
るわけですけれども，実際に相談に行ってみる
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と，受け付けはしてくれるけれども，かなりの
部分，あまり実効的な解決に結びつかないし，
ストレスもたまる，ということですね。
　もちろん，最終的には裁判に訴えるというこ
とも，理論上はあるのですが，現在の訴訟制度
における紛争解決の方法は，改善されてきてい
る部分も多いのですが，比較的時間がかかり，
訴訟の提起や維持に費用がかかり，また個人の
方はなかなか証拠も残しにくいので，過失相殺
による損害額の減額という側面も無視できませ
んし，さらに個人や家族のプライバシーの保護
の観点からも問題がないというわけではない。
　つまり，消費者にとっての簡易性・迅速性，
費用の低廉性等の観点から，「個人などが行な
う比較的小額の金融トラブルについては，消費
者が金融ADRでの解決を希望した場合は，裁
判ではなく，第三者型の公正な金融ADR手続
での紛争解決を目指すべきではないか」と考え
られるわけです。
　ところが，「金融サービス業者側にも裁判を
受ける権利があるから，訴訟提起を行うのは自
由である」として，「消費者が金融ADRでの解
決を希望した場合であっても，業者側が裁判で
の解決を希望した場合には，金融ADR手続で
の紛争解決を行わないとする金融ADR団体側
にしばしば見られる規則は，制度全体の趣旨か
らして合理的とはいえないのではないか」とい
う疑問も投げかけられています。
　立場の相対的に弱い個人や零細事業主などか
らすると，「裁判に持ち込んでいただいても結
構ですよ」といわれた途端に，事実上，それ以
上何も出来なくなってしまうということもある
ということです。
　従って，そういう日本の現在の紛争解決制度
のあり方について，根本的な疑問が投げかけら
れており，金融ADR団体側がそういう規則（手
続応諾義務の解除規定）を持っていること自体，
業者側の権利の濫用ではないか，また後で申し
上げる紛争解決の普遍的なプリンシプルとして
の「比例性の原則」にも合致していないのでは
ないかという考え方もありうるわけです。

　そういう我が国の状況に対して，イギリスや
ヨーロッパは全然そうではない。個人には裁判
に訴える自由を残しつつも，業者側が裁判外紛
争解決手段による片面的仲裁合意【下図：資料
③】に例外なく従うということを前提とした金
融ADR制度が広がり，また定着してきている
のです。
　そして，裁判よりもずっと「簡便」で，言葉
は適切ではないかもしれませんが，「ある程度
いい加減」なものでも，利用者の身になって，
迅速かつ確実に納得性のある解決に結びつく，
そういう，より業界・業態横断的で，かつより
包括的な，最終的には単一の紛争解決制度のほ
うに，ヨーロッパ全体として向かっているとい
えると思います。
　なお，単行本の中の私の論文には，「横断的」
という言葉をたくさん書かせていただいている
のですが，「横断的」とは，日本のような縦割り
の個別の業界型・業態型の，縦割りがベースに
なっているものだけではだめで，司法的なもの，
あるいは政府がやっているものだけでは十分で
はないのではないかという意味で書いているわ
けです。従来からの縦割りの制度に横串をさし
て，利用者にとって，より使いやすい，より横
断的な制度を，そしてより公平感のある公正な
制度をつくっていくということが，必要になっ
ているのではないかということです。
　なお，現在の英国の金融オンブズマン制度

（FOS）は，業態ごとに分立していた裁判外紛
争解決制度を統合・強化するスキームとして設
置されたのですが，この金融オンブズマン制度
のデザインにあたっては，基本的に，「レベリン
グ・アップ」，すなわち，業態ごとにそれまでま
ちまちであった消費者保護のレベルを，同等ま
たはより高い方に揃えるというアプローチがと
られています。私が使った「横断的」という言
葉には，この「レベリング・アップ」の意味合
いも同時に込めさせていただいております。
　論文では「信頼回復と競争力獲得のために」
と書かせていただいているのですが，実際に金
融機関自身も，そういう状況が続きますと，あ
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片面的拘束（片面的仲裁合意）の重要性

　まず，日本では「憲法上の問題6」や「弁護士法72条の問題7」がネックになってなかなか導入
しにくいといわれてきた片面的仲裁のあり方に関しての，英国における制度形成の歴史を振り
返ってみよう。
　すなわち，2000年にできたFOS（英国金融オンブズマンサービス）の前身である保険オンブズ
マンは，1981年に，個人投資家が不当に被害を受ける保険紛争の激化に伴って制定された82年保
険会社法（日本の保険業法に相当する）による規制強化を目前に控えていた保険会社自身の要請
に基づき，「参加者の任意（voluntary）による包括的な片面的仲裁合意を前提とした業界団体型
の自主規制スキーム」として創設されたものであった。
　英国では，日本で保険業法と言っているものは，1975年保険会社法，1977年保険ブローカー（登
録）法に続く，1982年の新たな保険会社法の制定である。また1979年には，ある生命保険会社の
破たんがあった。さらに，不公正契約条項法（Unfair Contract Terms Act 1977）の制定がその
背景にあった。同法は，契約書上の，契約違反や過失等による義務違反に基づく民事責任を制限
する契約条項（免責条項）に一定の制約を課し，不公正な契約条項についてはその効力を否定す
るものであるが，保険契約については，付則の適用除外規定により，この法律の適用が排除され
ている（同法First Schedule 1.(a)）。この適用除外規定は，保険業界が，保険業は本来政府から保
護されるべき業界であり，業界内部の自主規制が行き届いているから，同法本則による規制の必
要はないと主張したために設けられたものであったが，適用除外規定制定後，保険契約者である
個人より，他の業界と異なり保険契約についてはなぜ保険会社側にそれほど大きな保険債務の支
払義務の免除（免責）が定められているのか，またそうであればそのことを保険業界は保険を売
る前に顧客にしっかりと説明するべきではないかという，保険業界への適用除外規定に対する疑
問と保険ブローカーの注意義務違反に対する苦情の申立てが殺到したといわれている。保険業界
は，これ以上の政府の規制強化を避けるべく，自らの自主規制の正当性・確実性を公に示し殺到
する苦情に対応する必要に迫られることとなり，業界の自主規制の遵守状況を監視し，第三者的
な立場から契約者の苦情に対応する機関として，保険オンブズマン制度が考案されたのである。
　そしてその流れが，2000年金融サービス市場法の下に設立された，現在の業界・業態横断的な
FOSという法定（statutory）の組織にまで引き継がれている。
　なお，個人投資家等のために，迅速かつ柔軟で実効性のある裁判外紛争解決機能を市場の中に
整備していくには，業者自身（特にトップマネジメント）が，「ハンディをつけることがフェアに
なるという理念」を理解し，それに基づく「片面的拘束（片面的仲裁合意）」を進んで受け入れる
ことにより，制度の実効性を高めることが必要となるであろう。
　そしてそのためには，もちろん，裁判外紛争解決機能が，消費者，業者双方にとって実際上公
正・中立なものとなっていなければならない。
　つまり，この公正・中立を実質的に担保するには，双方の経験や知識のレベルの違いを背景に
制度的調整を加味しなければならないのであり，そこに「ハンディをつけることがフェアになる」
という理念への理解と賛同が不可欠となる。それが，英国のFair and Reasonable 或いはTCF

（Treating Customers Fairly）原則の下での，上記の片面的仲裁合意における『片面的』という
言葉の本来意図するところでもあるといえよう。

資料③
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まり信頼されない。そういう問題を感じている
個人なり，そういう被害を被っている人たちも，
実際に苦情や紛争が解決できないことによって，
大変にイライラが募る，あるいは，まったく爽
快な解決感（解決した感じ）がなくて，いつま
でも不安やモヤモヤや相手の業者に対する怒り
が残ってしまう。そういうことは，結局，金融
機関や金融サービス業者にとってもよくありま
せん。また，金融サービス市場自体の信頼醸成
にとっても，非常にマイナスの動きになるとい
うことが言えるのではないかと思います。
　実は，銀行等は，先ほど申し上げましたよう
に，銀行だけではないのですが，従来は，弁護
士の仲裁センターに紛争解決を委託して，実際
の係争については，「弁護士のセンターのほう
に行ってください」という扱いにしておりまし
た。つまり，「それでいやなら裁判を起こして下
さい」ということのようです。そうすると，弁
護士の仲裁センターのほうでどういう対応をし
てくれるかということによっても違うのですが，
先ほどのように，結局，年間２件しか紛争が解
決しないというような状況になってしまった。
　金融サービス業界を全体としてみると，そう
いう問題があちこちで積み重なっているという
のが，日本のこれまでの状態ではないかと思わ
れます。これは健全な状態であるといえるで
しょうか。
　なお，「金融サービス全般に対する法規制制
度の在り方を，利用者の立場に立ってより横断
的なものにしよう」との趣旨（プリンシプル）
をもった金融商品取引法が，昨2007年に施行さ

れまして，規制もわりあいに強化すべきところ
は強化されてきている。それを受けて，金融
サービス業者は，あらたな規制対応に大忙しで
すが，彼らの中には，その新たな法律の趣旨に
反して，法律の文言に照らして，規制回避の方
法がないかを探しているような面もないわけで
はないのではないか。
　金融商品取引法については，我々の提言がか
なり重要な役割を果たしたと，勝手に考えてい
るわけではありませんで，実際にここにいらっ
しゃる上村先生をはじめ関係者の皆様のご努力
が実ったということで，実際に金融商品取引法
の第1条，目的規定の中に，「資本市場の機能の
十全な発揮による金融商品等の公正な価格形成
を図り，もって国民経済の健全な発展及び投資
者の保護に資することを目的とする」と明確に
書き込まれました。
　「公正な価格形成機能の確保を中心とする市
場機能発揮こそ重要である」との我々の長年の
主張が，金商法の目的規定に書き込まれたこと
は，重要かつ大きな進展ではないかと考えてお
ります。
　これまで金融業，特に預貯金を取り扱う業態
をはじめ，かなりの程度，個別の業界・業態ご
とに，それぞれの業法によって競争制限的な規
制を受ける被規制業種でしたので，公正な価格
形成が行われる「市場」とは縁遠かったのでは
ないかとも思いますが，グローバリゼーション
の洗礼を受けた今日では，日本の国内の金融市
場においても，「市場のあるべき機能」と「個人
をはじめとする市場のユーザーの立場」を，金

（注）	　日本で新たな制度を設計する場合，片面的仲裁制度が任意加入のスキームであれば，加入時に包括
的な合意を認定することは不可能ではないが，強制的なものであるとすると（例えば，銀行業務等を
する要件として加入が求められるとすると），日本では，業者の裁判を受ける権利（憲法第32条）を
侵害することになり，問題とされる。仮にこれが行政処分として位置づけられれば（民間の組織で
あってもその限りで行政権限の一部委譲があると理解すれば）上記の問題はなくなるが，それに対す
る不服申立てを許さずファイナルなものと構成すると，今度は「行政機関は終審として裁判を行うこ
とができない」とする憲法第76条第２項に反するおそれがある。つまり，いかなる行政府の組織・部
門も司法に関わることについて確定的な判断をする権力を与えられないという原則に抵触する恐れ
がある。ただ，行政機関も，審判の制度として，人事院の裁定，公正取引委員会の審決，選挙管理委
員会の決定など，行政機関による審判の制度をすでに有しており，司法機関にかける前に担当行政機
関が迅速に事件の処理にあたることが行政サービスの向上になるという考えは日本にも存在する。
日本では，従来，以上のような議論もあり，英国の金融オンブズマン制度のような「片面的仲裁の制
度化」には問題も多いとされて，これまで突っ込んだ検討がなされてきていない。（事務局）
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融資本市場の関係者全員がきちんと認識しない
と，本当にわが国の金融資本市場というのは，
欧米の市場と競争できるほどにはよくなってい
かないのではないかと思います。
　では，市場の機能をよくするためにどうした
らいいかというと，これまた話が飛んで恐縮な
のですが，重要なポイントが三つあると思って
おります。
　一つは法律と実効的な自主規制の枠組みから
なる広義の法規制システムです。二つ目は，い
ま申し上げた，金融消費者に対する販売後の対
応の中核的な制度であるADR等の裁判外紛争
解決機能。三つ目が何かといいますと，これは
システムインフラです。例えば，証券取引所の
機能とか，保管振替機構の機能とか，証券を預
かるカストディ機能とか，銀行や金融機関の間
の決済システムとか，コミュニケーションイン
フラとか，いろんなものがあります。
　そういう「金融資本市場の必要条件」（詳細は
P.111-112，119-121	参照）ともいうべきこれら
がきちんと機能しないと，我が国の市場はよく
なっていかないということだと思いますが，バ
ランスのいい形では，なかなかよくなっていか
ない。
　日本では，法律をよくしましょうという議論
はあり，部分的に，これも縦割りの業法の枠組
みをいまだ残してはおりますが，趣旨としては
より業界・業態横断的なものにしようという金

融商品取引法の実現が，その最たるものであり，
すこしずつ，しかし確実に実現してきておりま
す。ただし，より包括的・横断的なADRないし
はオンブズマンの制度をきちんとしたものにし
ようという議論は，ここへきて福田（前）首相
が「生活安心プロジェクト」を提唱され，消費
者行政の重要性とその一元化に言及されるまで，
ほとんどありませんでした。
　ということで，個人個人や各市場参加者が問
題を個別に解決するということだけではなくて，
市場インフラ自体をバランスよく整備・構築し
ていくことを通じて，我が国の金融資本市場の
機能をよりよいものにしていくことが重要であ
ると考えられます。そして，そういう意味でも，
日本が競争力を金融の分野で増していくという
ために，実は金融ADRの機能の充実というの
は，不可欠なものではないか，ということを言
いたいわけです。それで，金融ADRの機能を，
実際にきちんとしたものとしてつくっていくた
めに，どういうポイントないし前提条件ないし
は理念（principle）が必要か，ということをか
いつまんで２，３申し上げたいと思います。
　ここに挙げましたページ【上図：資料④】を
見ていただければと思います。Guide	to	princip-
les	of	good	complaint	handlingというふうに書
いてあります。英語だけが書いてあって，わか
りにくいかもしれませんが，これは，英国・ア
イルランドオンブズマン協会の資料からの抜粋

Guide to principles of good complaint handling 
《Firm on principles, flexible on process》

1.	Clarity of purpose	→	A	clear	statement	of	the	scheme’s	role,	intent	and	scope	
2.	Accessibility	→	A	service	that	is	free, open	and	available to all who need it	
3.	Flexibility	→	Procedures,	which	are	responsive	to	the	needs	of	individuals.
4.	Openness and transparency	→	Public	information,	which	demystifies	our	service	
5.	Proportionality	→	Process and resolution that is appropriate to the complaint
6.	Efficiency	→	A	service	that	strives	to	meet	challenging	standards	of	good	administration	
7.	Quality outcomes	→	Complaint	resolution	leading	to	positive	change	
Source:	The	British	and	Irish	Ombudsman	Association	(BIOA)	

資料④　http://www.bioa.org.uk/docs/BIOAGoodComplaintHandling.pdf
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です。彼らが裁判外の紛争解決・ADRの機能
に必要であると考えているプリンシプル（理
念・趣旨）を明記している部分です。
　ここでは，上から五つ目のProportionalityと
いうところに注目してください。この「Propor-
tionality（比例性の原則）」というのは，そもそ
もが，EUをつくったときの大原則なのですね。
皆さん，お聞きになられたことはありますか。
　そしていま一つ，「補完性の原則」という言葉
があるのですが，「サブシディアリティ（Subsi-
diarity）の原則」というふうに呼んでおります。
これは「地方自治の原則」というふうにも呼ば
れております。要するに，住民に最も近いとこ
ろの自治体が，その自治体の住民のお世話をす

るべきであるというか，それ以上，上部の構造
にある県や国が，最も住民に近いところにある
コミュニティに介入してはいけないという大原
則なわけですけれども，それは実は「補完性の
原則」だけではなくて，「比例性の原則」も組み
合わせて使われます。
　今日の主題である「日本版金融オンブズマン
への構想」の方の単行本ではありませんで，一
緒に出させていただいたもう一つの単行本「金
融サービス市場法制のグランドデザイン」の私
の論文（第６章−Ⅰ	欧州に学ぶ「市場法規制シ
ステムのプリンシプルとイノベーション」）の
中にも若干書かせていただいております（以下
当該部分の抜粋参照）が，ここの中で「比例性

❖ 補完性の原則（principle of subsidiarity）とは，小さな下位の共同体が効果的に遂行できる事
柄を，より大きな上位の共同体が奪ってはならないとする原則。欧州連合（EU）は，集団（市
民の共同体）的なアプローチが，個人，地方，あるいは国家的アプローチよりも効率的である
という分野において，国家主権を委譲するという，補完性の原則に基づいている。

　❖ The Subsidiarity principle is intended to ensure that decisions are taken as closely as 
possible to the citizen and that constant checks are made as to whether action at Com-
munity level is justified in the light of the possibilities available at national, regional or 
local level. Specifically, it is the principle whereby the Union does not take action (ex-
cept in the areas which fall within its exclusive competence) unless it is more effective 
than action taken at national, regional or local level. It is closely bound up with the prin-
ciples of proportionality and necessity, which require that any action by the Union 
should not go beyond what is necessary to achieve the objectives of the Treaty. 

　　（http://europa.eu.int/scadplus/leg/en/cig/g4000s.htm）
❖ 比例性の原則（principle of proportionality）とは，規制や介入の程度が，その目的を実現す

るために必要な範囲を超えるべきではない（投入すべき規制や介入は必要最低限であるべきで
ある）ことを意味している。つまり，規制や介入への要求は，個々の対象分野によって異なる
ので，規制や介入のレベル，コスト，手段，慣行，および手続は，適正であり，かつ各対象分
野の価値と要求される信頼度，規制や介入が破られた場合の被害の深刻度，発生の可能性，広
がりに比例したものであるべきであるということ。規制や介入と必要な効果との間の「釣り合
い」が重要であること，不正を正すのに必要以上の力を行使してはいけないことを示している。

❖ 近接の原理（principle of proximity）とは，行政の責務は一般的に市民に一番近い行政主体に
よって行われるべきであるという原則のことであり，地方自治体の責務の，中央政府等他の行
政主体への移転は，技術的・経済的な効率性の要請に基づくものであって，かつ市民の利益に
より正当化されるものでなければならないとする。補完性の原則とあわせて用いられる。

資料⑤
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の原則」について触れております。【下図：資料
⑤】
　次【上図：資料⑥】に示すのは，実は，欧州
委員会（Commission	of	the	European	Commu-
nities）が定義する，「よい規制のための七つの
原則」の一つです。
　EUができ，EUを運営していくときに，いろ
んな原則をつくっているのですが，その中の非
常に重要な原則の一つが，やはりこの「比例性
の原則」です。
　なお，参考までに，英国のFSMAにおける規
制プリンシプルと業務プリンシプルにも触れて
おきたいと思います。【下図：資料⑦】
　ここで，今一度，「比例性の原則」とは何のこ
とか，説明をしておきたいと思います。これは，
そもそも，実際の規制や公的権力の介入や，適
用される紛争解決制度・機関等の実際の在り方，
程度というものが，規制や介入や救済策を受け
るほうの実際の状態や，問題を抱えその解決を
望んでいる当事者の紛争の程度や状態にマッチ
し，バランスし，釣り合っていて，コストや資
源（従事する人員等）や手段や慣行や手続きの
プロセスなども含めた全体の在り方について，
最適の効果をもたらすような，本来望ましい規
制・介入や紛争解決制度・機関の在り方（pro-
cess	and	resolution）になっていなければいけ
ないということです。
　例えば，金融ADRの話だったら，実際に存在
するADR（裁判外紛争解決）制度の適用を受け

る側の主体は個人とか零細事業主とかですが，
彼らが，簡便で，お金がかからなくて，迅速で，
秘密も保護されて，極力簡単に問題や紛争を解
決したいと思っているときに，すべてのケース
で，結局は裁判所に行くしか選択肢がなかった
ら，先ほどの伊藤元重先生の「裁判でもなく，
つよい公的規制でもなく，民間の持っている好
ましい側面を生かせる方法を見つけるべき」と
いうお話にも通じると思いますが，これでは，
紛争解決手段と紛争の程度や状態とがバランス
していませんね。それをバランスさせなければ
いけないというのが，「比例性の原則」というこ
とです。
　ということは，「業者側にも憲法上裁判を受
ける権利がある」として，ADRでの解決を業者
側が容易に拒否できるような，第三者型とは言
い切れない現行の業者型ADR制度の在り方は，
これは全体としてみたとき，「比例性の原則」か
ら外れているといえるのではないでしょうか。
　そういうことで，とにかく，「比例性の原則」
に則って，規制なり，裁判制度の適用なり，裁
判外紛争解決制度の適用の在り方なり，いずれ
の制度にせよ，実際適用されるべき紛争解決機
能のあり方と，それがもたらす効果（process	
and	resolution）とが，実際の問題や紛争の本
質・程度に照らして，うまくつり合っていなけ
ればいけない。そういう非常に重要な原則がう
たわれているわけです。
　それを先ほどの言葉で言い換えるならば，

欧州委員会が定義する「良い規制」のための７つの原則は，
　①　比例性の原則（proportionality），
　②　近接の原理（proximity），
　③　首尾一貫性（coherence），
　④　法的確実性・安定性（legal certainty），
　⑤　迅速で時機を得ていること（timeliness），
　⑥　質が高水準で権威ある基準・規範となっていること（high standards），
　⑦　法規制の執行力（enforceability），
であるとされる。

資料⑥
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「ハンディをつけることがフェアになるという
理念」というふうに言うこともできると思いま
す。
　それでは，今一度，英国・アイルランドオン
ブズマン協会の資料から，「比例性の原則」の説
明の詳細を参照することとします。（下線およ
びBoldは筆者による）
　なお，この「比例性の原則」の趣旨について
は，2007年７月に採択された「OECD Recom-
mendation on Consumer Dispute Resolution 
and Redress（消費者の紛争解決および救済に
関するOECD理事会勧告）8」にも見ることがで

きます。
　日本では，このような一見当たり前とも思わ
れるような理念の議論は，現に我が国で行なわ
れているADRにおいて，そういう重要な理念
からの逸脱がはなはだしい場合にはなおさらか
もしれませんが，いずれにせよ，これまであま
り好まれなかったのではないかと思います。
　しかし，EUや英国では，永年の間に，欧州市
民を中心に据えた熱心な議論を経て，このよう
な理念が，非常に明確な形で，だれもが分かり
やすい形のものとして，EU憲法条約や関連の白
書やいろいろな関連の公的な文章のなかに，そ

　2000年金融サービス市場法（FSMA）では，規制主体としての金融サービス機構（FSA）が負
うべき７つの規制原則（プリンシプル）が，その中に謳われている。
　その七つとは，①FSAの資源の効率活用，②認可業者の経営者の責任，③規制のコスト・ベネ
フィットのバランス，④規制業務におけるイノベーションの促進，⑤金融サービス・市場の国際
性と英国の競争力の維持，⑥FSAの行為から生じる反競争的効果の最小化，⑦認可業者間の競争
促進である。
　FSAはまた，自身に適用できると考えられる一般に認められた良きコーポレート・ガバナンス
原則を考慮して，職務を遂行しなければならないとされる。
　また，FSMAの規制体系をベースとして作成された「FSAハンドブック」の「５つのブロック」
の最初のブロック（ハイレベル・スタンダード）における重要なモジュールの一つを構成する

「11個のアイテムからなるすべての業者のための業務原則（プリンシプル）」が，規制主体である
金融サービス機構（FSA）のルールのなかに次の通り謳われている。
　①　インテグリティ（高潔性・一体性・首尾一貫性）ある業務遂行義務，
　②　適正な技能・注意・精励義務，
　③　内部統制システム構築義務，
　④　財源維持義務，
　⑤　市場行為規範遵守義務，
　⑥　顧客公正取扱義務，
　⑦　顧客に対する明快・公正で紛らわしくない情報提供の義務，
　⑧　顧客および第三者との利益相反管理義務，
　⑨　顧客の適合性確保義務，
　⑩　依頼人資産保護義務，
　⑪　規制機関に対する協力および情報開示義務。
　この流れは，EU憲法条約などのEU基本法にも共通している。そしてその両者に共通するのは，
形式や表面にとらわれず，極力背後にある実質（substance）と原則（principles）を重視しよう
とする姿勢である。

資料⑦
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して欧州委員会等の規制当局の発する指令やガ
イダンスの中に，また業界の自主規制ルールの
中に，さらに各国の制定法の法律の中に書き込
まれて，定着してきているということではない
かと思います。
　日本でも，すべての金融サービス業者や，そ
の他の市場参加者や規制団体も含めて，市場関
係者全員が，「共通の理念」あるいは「共通の言
語」としての「比例性の原則」をしっかりと受
け止めて，「それを実現できるような，日本に相
応しい新たな制度的枠組みを全員で創っていく
のだ」という自覚を持つことが，まさにいま求
められているといえるのではないでしょうか。
　なお，資料④の２段目にお示しした言葉

《Firm on principles, flexible on process》は，
先ほどの英国とアイルランドのオンブズマンの
協会がつくった，一般の方々に啓蒙するための
ペーパーの中にある言葉です。そこでも，この

「比例性の原則をはじめとする諸原則」を貫く
べきこと，そして，原則には忠実でありながら
プロセスについてはあくまでも柔軟に行なうべ
きことが，明確にうたわれています。
　そういう趣旨から考えていくと，現在日本に
18ある相談窓口ないしADRのあり方，あるい
は，それ以外のADRのあり方というのが十分
かというと，決して十分ではない，ということ
になるのではないかと思います。
　そのほか，今回，金融商品取引法で，法制上
初めて「適合性原則違反」に民事効が認められ
たとか，それによって円満な早期紛争解決のた
めの動機づけとなる可能性があるのではないか
ということを，単行本には書かせていただいて
います。
　これは，金融商品取引法が2007年にできる前
に，金融商品販売法が2000年にできていたので
すが，それは横断的に金融サービスの販売を行
う人たちをレギュレートする，実際の販売につ
いての損害賠償責任を追及しやすくするために
つくられた法律であったのですが，実際に金融
商品販売法は使われたことがなかった。
　ということは，法律はあるけれども，業者に

とっては，全然怖くない法律だったということ
で，その怖くない法律について，今回，金融商
品取引法をつくるときに，金融商品販売法の改
定がなされて，実際に民事効がついた。これは
あまり知られていないことなのですが，非常に
重要な，上記の「比例性の原則」にも沿った変
化だと思っています。
　この民事効が付与されたことによって，いざ
となれば，またやる気になれば，民間の個人で
あっても，金融機関に対して損害賠償責任の追
及がやりやすくなった。実際にそれによって追
及した人というのはまだあまりいないのではな
いかと思いますけれども，一応潜在的に，金融
機関もぼやぼやしていられないという状況が出
てきております。
　それを受けて，今後，もしそういうことが続
くのであれば，さっきのコストの話とも似てい
るかもしれませんけれども，金融機関側として
も，このままの状態で置いておくのではなくて，
むしろ，冒頭お話し申し上げたイギリスで1980
年代のはじめに起こったように，「いまのやり
方はまずいのではないか。金融商品を売って，
それで終わりということではなくて，販売後の
対応としての実効性の高い第三者型のADRを，
業者自身のコスト負担を前提として，自ら発案
してきちんとつくったほうがよさそうじゃない
か」というふうになっていくといいなというふ
うに思っているわけですが，まだ，なかなかそ
うはいかないということです。
　それで，実効性のある金融ADRを実際にこ
れから日本に広げていくためには何が必要かと
いうことを，いま一生懸命，金融ADR・オンブ
ズマン研究会で議論しているのですが，そこで
非常に重要なことは，いまの日本の時代の潮流
に非適合的になりつつあるともいえる，業者

（昔ながらの業界・業態）縦割りの状況を打破
するのは，まだ難しいということです。
　この縦割りの状況を打破するには何が必要か
ということですが，光明が見えてきたと思いま
すのは，先ほども申し上げましたように，⑴金
商法という，規制対象を個人など利用者の立場
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Chapter 5　Proportionality

5.1 Introduction
In	dealing	with	a	complaint,	all	schemes	will	be	faced	with	choices	in	the	type	of	process	to	
apply,	the	resources	to	devote	to	the	task	and,	if	appropriate,	the	particular	form	of	redress	to	
be	considered.	All	should	be	proportional.
　Proportionality	implies	an	assessment	of	the	complaint	and	a	response	to	it	that	takes	into	
account	the	nature	of	the	issue,	and	the	effect	it	has	had	on	the	complainant.	Some	complaints	
may	be	relatively	straightforward	and	the	alleged	consequences	of	the	fault	minor.	Some	may	
be	extremely	complex,	with	alleged	failures	causing	injustice	or	hardship	affecting	not	only	the	
complainant	but	also	others.	Procedures	need	to	be	in	place	to	ensure	fairness	of	treatment,	
while	recognising	the	need	to	tailor	resources	to	the	particular	complaint.
　The	depth	of	the	investigation	and	the	time	taken	should	be	proportional	to	the	seriousness	
of	the	alleged	failure.	Redress	should	reflect	the	maladministration	that	has	occurred,	and	take	
account	of	the	hardship	or	injustice	suffered	as	a	result.	The	standard	or	quality	of	evidence	
and	investigation	should,	however,	remain	constant.	In	addition,	procedures	should	be	in	place	
to	assure	quality	and	audit	the	process.

5.2 Proportionality of approach
It	represents	a	better	outcome	for	a	complainant	and	the	organisation	concerned	if	problems	
that	arise	can	be	resolved	as	quickly	as	possible,	so	that	people	do	not	need	to	take	their	com-
plaint	 to	 independent	review.	Schemes	should	encourage	organisations	within	their	remit	 to	
have	effective	complaints	procedures	which	facilitate	local	resolution	and,	where	appropriate,	
should	refer	complaints	back	to	give	the	organisation	the	opportunity	to	achieve	this	outcome.	
　Where	local	resolution	is	not	appropriate,	the	methods	used	to	examine	or	investigate	a	com-
plaint	should	be	suited	to	the	needs	of	the	scheme	and	the	nature	of	the	problem	(see	Chapter	
3	‒	Flexibility).	
　The	particular	method	used	to	reach	a	fair	outcome	will	depend	on	a	number	of	factors	in-
cluding	the	nature	and	impact	of	the	complaint,	the	circumstances	of	the	complainant,	any	time	
constraints	(both	Process and resolution	that	is	appropriate	to	the	complaint	for	the	scheme	
and	the	complainant),	the	parameters	of	the	scheme	and	the	resources	at	the	scheme’s	dispo-
sal.

5:3 Proportionality of redress
Redress	should	be	proportional	to	the	degree	and	nature	of	the	failure	and	hardship	or	injusti-
ce	suffered.	The	investigator	needs	to	weigh	up	the	problem	and	the	proposed	solution	in	or-
der	to	provide	an	appropriately	balanced	outcome.
　It	is	essential	that	complainants	are	given	realistic	expectations	about	what	the	scheme	can	
achieve	within	its	jurisdiction.	For	some	schemes	redress	options	are	very	limited.	However,	

資料⑧　http://www.bioa.org.uk/docs/BIOAGoodComplaintHandling.pdf
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for	most,	a	number	of	options	for	redress	are	usually	available	in	appropriate	circumstances:
　An apology.	In	many	cases,	an	early	apology	by	the	organisation	concerned,	given	as	a	re-
sult	of	its	own	complaint-handling	process,	can	lead	to	settlement	without	referral	to	a	scheme.
　Remedial action.	This	may	mean	changing	decisions	or	standpoints	on	the	service	given	to	
an	 individual	consumer	and	putting	things	right,	or	a	revision	of	procedures	to	ensure	that	
such	complaints	are	less	likely	to	occur	in	future.
　Financial redress.	This	can	include	a	payment	designed	to	restore	the	complainant	to	the	
position	they	would	have	been	in	had	the	maladministration	not	occurred.	It	can	also	mean	a	
goodwill	payment	given	as	a	tangible	expression	of	an	apology.	
　Of	course,	resolution	of	a	dispute	may	 involve	a	combination	of	any	of	 these	options,	 to-
gether	with	any	other	that	may	be	particular	to	that	dispute.	
　In	recommending	redress,	the	scheme	will	take	a	number	of	factors	into	account.	While	the	
decision	rests	with	the	reviewer,	the	wishes	and	needs	of	the	complainant	should	be	conside-
red.	Other	relevant	issues	are	the	degree	to	which	the	complainant	contributed	to	the	failure,	
the	time	that	has	elapsed	since	the	event,	and	the	time	and	trouble	experienced	by	the	comp-
lainant	 in	pursuing	 the	complaint.	The	reviewer	should	also	consider	 the	 implications	 for	
others	similarly	affected,	 the	capacity	of	 the	organisation	to	comply	and	the	 implications	 for	
other	similar	organisations.

5.4 Unacceptable actions by complainants 
While	accessibility	is	a	key	principle	for	all,	the	behaviour	of	some	complainants	may	exceptio-
nally	require	restriction	of	access.	Their	conduct	may	be	abusive	or	aggressive,	their	demands	
unreasonable	or	they	may	be	unreasonably	persistent.	Complaints	may	also	be	made	as	part	of	
an	orchestrated	campaign.	Such	behaviour	can	absorb	resources	disproportionately,	and	cause	
disruption	or	disadvantage	to	other	complainants.	
　If	the	complaint	has	sufficient	merit,	procedures	should	be	in	place	to	allow	the	investigation	
to	proceed	while	managing	such	behaviour.	Engagement	with	complainants	can	of	course	be	
reduced	if	their	complaints	are	dealt	with	efficiently	and	brought	to	a	timely	conclusion.	If,	af-
ter	a	complaint	has	been	determined,	(including	any	appeals	process),	the	complainant	persists	
in	an	unacceptable	way,	it	is	important	to	call	a	halt	in	a	way	that	is	reasonable,	timely	and	
decisive.
　The	scheme	should	have	clear	procedures	for	responding	to	a	complainant	who	is	particu-
larly	threatening.	In	extreme	cases,	 this	may	 include	calling	 in	the	police.	These	procedures	
should	be	open	and	transparent	for	complainants	as	well	as	for	staff.	They	should	include	a	re-
quirement	wherever	possible	to	make	a	complainant	aware	that	particular	behaviour	is	consi-
dered	unacceptable	and	why	this	is	the	case,	and	to	explain	what	will	happen	should	it	conti-
nue.	
　It	 is	 important	however	not	to	confuse	such	cases	with	those	where	special	sensitivity	 is	
needed,	for	example	when	responding	to	the	requirements	of	some	complainants	with	mental	
health	problems	or	other	disabilities.
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に立ってより横断化しようという趣旨の法律が
制定されたということです。そして，その趣旨
に沿って，銀行・証券の分離政策の見直しの一
環として，法律自体も，ファイアーウォール規
制の見直しがいま行われているということがあ
ります。それによって，法律自体も，さらによ
り横断的なものになる可能性がある。また，⑵
先ほども触れましたが，福田内閣で，生活安心
プロジェクト9が提唱され，消費者の視点に
立った消費者行政の一元化（ただし金融関連は
対象外）が，従来のような業界タテ割りの業法
とお役所の壁を突き破って実現すべく目指され
ているということです。
　そうすると，法律の改定や行政組織の変更等
に歩調を合わせて，販売後の対応の面も，より
横断的にしなければいけないというふうになれ
ばいいのですが，実は，逆説的に，そのこと自
体は法律にきちんと書かれていないので，差し
迫った法的な要求がない以上，「それだったら，
何もしなくていい」ということで，何も行われ
ないと，ゆくゆく大変なことになるよ，という
ことが言いたいのです。
　これは，私が単行本の報告書に書かせていた
だいた中に，「避けるべきヴィジョンなき破壊」
という書き方をさせていただいている【下図：
資料⑩】があるのですが，実際，将来も販売後
対応の制度整備が行われないまま，銀行・証券
の分離政策が，もし仮に放棄されていった場合
に，そういうときにこそ効果を発揮すべき，い
わばトランポリンというか必要なセイフティー

ネットの役割を果たす，より横断的・包括的な
ADRといいますか紛争解決のための制度がな
いとどうなるかというと，まさしく「ヴィジョ
ンなき破壊」になってしまうのではないかと
思っているわけです。しかし，そういう状況と
いうのは，結局業者にとっても得にはならない
のではないか，と思います。
　従って，「抜本的な制度システムの見直しと
新しい制度の設計には，消費者（顧客）の立場
を踏まえた全体最適の視点というのが必要であ
る」ということです。
　日本ではなかなかそうはいかないのですが，
先ほど申し上げたように，縦割りの業者・業態
ごとの個別の相談窓口ないしはADRというも
のが，金融の面で18あって，それぞれ活動をし
ていて，また，法テラスなど最近出来た共通の
相談窓口はありますけれども，それ以上の包括
性をもった流れになかなかいかない。
　先ほども申し上げたように，金融トラブル連
絡調整協議会というものがあって，金融庁が一
応窓口になって，業界の主体的な議論の場を設
定するような体制もとられていて，それはそれ
で非常に大事な会だと思うのですが，その協議
会ができて８年目に入ったものの，新しい方向
が，なかなか前向きに出てこなかったという状
況があります。（（注）その後，同協議会では重
要な見直しが行われつつある）
　この現行の業界型ADRの仕組みを，次の段
階で，新しいモデルに衣替えしていかないと，
なかなか市場もよくならないし，利用者である

Recognising that consumer disputes require tailored mechanisms that provide consumers 
with access to remedies that do not impose a cost, delay and burden disproportionate to the 
economic value at stake and at the same time do not cause excessive or disproportionate 
burdens on society and business.
消費者紛争は，問題となっている経済的価値に比して不均衡な費用，遅延及び負担を課されない，
そして，同時に社会や事業に過度又は不均衡な負担を引き起こさない救済策の利用機会を消費者
に提供するような，それぞれの必要性に応じた仕組みを要求するということを認識し，

資料⑨　http://www5.cao.go.jp/seikatsu/ncac/6-sann-2-4.pdf
　　　　http://www.consumer.go.jp/seisaku/cao/kokusai/file/oecd-kariyaku.pdf
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個人も救済されない。なおかつ，それだけでは
なくて，実際の業者にとってみても，本当の意
味での顧客からの信頼を得られず，ビジネスの
面でもプラスにはなっていかないのではないか
と思います。ただ，いま私が申し上げたことは，
これまで日本ではあまり議論がなかったことで
す。従って，これまでほとんど何も問題を感じ
ていない方が多いのではないかと思うのです。
　今日は詳しくは触れられませんが，金融機関
などの組織内の苦情対応や組織外の第三者型の
紛争解決（ADR）の在り方，それらの前提とな
るべき組織のマネジメントの在り方等に関して，
ISO（ 国 際 標 準 化 機 構 ） が 規 格 を 発 行

（ISO10001,	10002,	10003）しております。それ
らの内容は，いま述べたプリンシプル（原則）
の在り方と表裏一体のものとして発展してきた
ものであると理解しておりますが，日本ではま
だあまり注意が向けられていないように感じら
れます。
　これから，どういう状況が日本にあって，諸
外国の状況はどこまで進んでいるか，そういう
海外の進んだ状況をちんと把握し啓蒙して，皆
さんに知っていただくということもやっていく
必要があるのではないかと思っているところで
す。
　いずれにしても，英国やヨーロッパが，その
分野でも非常に進んでおりまして，そこのとこ
ろを我々はもっともっと勉強をしながら─た
だ，彼らの真似をすればいいというものではあ
りませんので，日本のいいところも残しながら，

民間のイニシアティブで，あるいは民と官の
パートナーシップで，よりいいものをつくって
いくということが必要ではないかと思います。
　非常に雑駁な話になりましたが，金融関連の
紛争解決制度をこれからどのように良くして
いったらいいのかというところで，いま申し上
げた独立の研究会である金融ADR・オンブズ
マン研究会が立ち上がり，いま一生懸命，次の
時代の日本のための市場制度インフラのモデル
をつくっているところです。
　いずれにしても，いまの日本では，規制は緩
和基調にある。ただ，事後規制ということで規
制の体系は変わったけれども，実際に，事実上
規制強化になっている部分もかなりあるのでは
ないか。そして，それによってブレーキを踏ま
れるし，なおかつ，金融業もこれからどんどん
イノベーションして，それがサービス産業の中
核にならなければいけないということで，アク
セルを吹かされるということで，摩擦熱や抵抗
が生ずる一方で「ヴィジョンなき破壊」にもつ
ながりかねない。
　要するに，ブレーキとアクセルと一遍に踏む
というような政策がとられかねない。というか，
政策だけではなくて，市場の参加者，市場の当
事者自身にも，そういう状況が目の前にあるの
ではないかと思います。
　今後，ブレーキとアクセルを一緒に踏むので
はなく，ブレーキはブレーキ，アクセルはアク
セルできちっと踏み替えて，その中でスムース
に市場が動くようなことをしていくための必要

　「日本版金融オンブズマンへの構想」Ⅰ−２．わが国の現状（法規制システムインフラ問題）と
展望（P.34）からの抜粋
　⑽　避けるべきヴィジョンなき破壊
　前述の製販分離政策の評価とも関連するが，現在，銀・証（銀行と証券の）分離政策の見直し
が，最近の政府の審議会等で検討課題に上っている。ただ，基本的に利用者の視点に立った紛争
解決制度の確立などアフターケアの制度整備を欠いたままでの銀・証分離政策の放棄は，ヴィ
ジョンなき破壊に結びつきかねない。抜本的な制度システムの見直しと新しい制度の設計には，
顧客の立場も踏まえた全体最適の観点が欠かせない。

資料⑩
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な機能，市場インフラの一つとして，より包括
的・横断的な金融紛争解決制度があるのではな
いかなという感じがいたします。
　この大きな話を短い時間でご説明申し上げる
のはなかなか難しいのですが，今日は，講演会
の終わりまで，それぞれの講師の方々のお話を
お聞きいただきましたら，最後に，「ああ，そう
いうものか」ということで，私どもが申し上げ

　ただいまご紹介いただきました日本メディ
エーションセンターの田中と申します。いまの
犬飼さんのお話の中と多少ダブル点は，少しは
しょらせていただきたいと思っております。
　私といたしましては，メディエーションセン
ターのことについては，今日は詳しくお話しで
きません。ですから，お手元のパンフレット等
をご覧になっていただきたいのですが，小さな
小さなNPOではございますが，実務家というメ
ディエーターとしての立場を通して，「実際イ
ギリスの金融オンブズマンというところではど
ういった形で紛争解決が行われているのか。そ
してその背景に対して，業者側・利用者側はど
ういうコンセプトや理念を持ち込みながらそこ
がつくられていったか」というようなことを中
心に，「英国のモデルに学ぶ」といったタイトル
をいただきながらお話を進めさせていただきた
いと思っております。

（イギリス　FOS設立の背景）
　いまの犬飼さんのお話にございましたが，

「オンブズマン」という言葉の発祥の地はス
ウェーデン，北欧です。著書の中にも書いてご
ざいますが，もともとスウェーデン語で，「正義
をもたらす人」という意味だったそうです。こ
のコンセプトというのは，いま犬飼さんからお

たいことのイメージがわかっていただけるので
はないかということを期待いたしまして，導入
のお話とさせていただきます。どうもありがと
うございます。（拍手）
　それでは，続きまして田中圭子様から，「英国
のモデルに学ぶ」と題しましてお話をいただき
ます。

話があったようなプロセスとレゾリューション
の中でも，ずっと一貫してそれが貫き通される
ものというのがオンブズマンのコンセプトと
思っていただければよろしいのではないかなと
思います。
　もともとスウェーデン・北欧で始まったオン
ブズマンですが，英国に入ってきたのは1967年
の，これは北欧と同じ「議会オンブズマン」で
した。そのほか，次に始まったのが医療サービ
スです。医療サービスも今回の金融サービスも，
特に医療サービスのほうは人にとってはなくて
はならないサービスという，目に見えないもの
の中で，何か自分が不満をもったときに，解決
するためにはどうすればいいのかといった中で，
制度として組み立てられたのがオンブズマンで
した。
　その後，これが日本に大きく影響していると
思うのが「自治体オンブズマン」です。これが，
いまの日本の年金オンブズマンですとか，税金
オンブズマンですとか，いろいろ日本の市民活
動として入ってきている言葉に大きく影響して
いるのだと思います。
　その後，英国で民間オンブズマンがたくさん
出てきました。それまでは公共セクターにおい
てオンブズマンが活用されてきたのが，民間型
のオンブズマンが英国に登場してきました。そ

講演⑵
「英国のモデルに学ぶ」

JMC代表理事・金融ADRオンブズマン研究会幹事
田中圭子




